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地方交付税　1919億4,6504,650万6千円（－千円（－4.94.9％）％） 

村　　債　　村　　債　　  6億4,3904,390万円（－万円（－57.857.8） 

県支出金　県支出金　4億9,2839,283万1千円（千円（27.127.1％）％） 

村　　税　村　　税　4億8,4748,474万6千円（千円（16.116.1％）％） 

繰 越 金　金　2億5,9715,971万6千円（千円（27.027.0％）％） 

国庫支出金国庫支出金　1億8,2018,201万4千円（－千円（－61.161.1％）％） 

繰 入 金　金　1億5,4365,436万8千円（－千円（－34.534.5％）％） 

諸 収 入　入　1億4,6414,641万5千円（－千円（－1.21.2％）％） 

財産収入　　財産収入　　  1,622  1,622万2千円（－千円（－18.418.4％）％） 

そ の 他　他　2億8,8998,899万7千円千円 

地方交付税　19億4,650万6千円（－4.9％） 

村　　債　　  6億4,390万円（－57.8％） 

県支出金　4億9,283万1千円（27.1％） 

村　　税　4億8,474万6千円（16.1％） 

繰 越 金　2億5,971万6千円（27.0％） 

国庫支出金　1億8,201万4千円（－61.1％） 

繰 入 金　1億5,436万8千円（－34.5％） 

諸 収 入　1億4,641万5千円（－1.2％） 

財産収入　　  1,622万2千円（－18.4％） 

そ の 他　2億8,899万7千円 

地方交付税 
41％ 

村債 
14％ 

県支出金 
11％ 

村税 
11％ 

繰入金 
3％ 

諸収入 
3％ 

財産収入 
1％ 

その他　6％ 

繰越金繰越金 
6％ 

国庫支出金国庫支出金 
4％ 
繰越金 
6％ 

国庫支出金 
4％ 

歳
入
総
額
46
億
１
５
７
１
万

５
千
円
、
歳
出
総
額
44
億
１
４

９
８
万
６
千
円
で
、
差
し
引
き

２
億
72
万
９
千
円
の
黒
字
決
算

と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
を
前
年
度
と
比
べ
る
と
、

歳
入
で
10
億
９
８
９
０
万
５
千

円
（
19
・
２
％
）
の
減
額
、
歳

出
で
８
億
９
９
９
１
万
８
千
円

（
16
・
９
％
）
の
減
額
と
な
り
ま

し
た
。

歳
入
に
つ
い
て
は
、
村
税
や

相
双
地
域
広
域
観
光
拠
点
整
備

事
業
（「
き
こ
り
」
の
風
呂
等
）

に
よ
る
県
支
出
金
等
が
増
加
し

た
反
面
、
飯
樋
小
学
校
建
設
工

事
等
に
よ
る
国
庫
支
出
金
、
さ

ら
に
財
政
調
整
基
金
繰
入
金
、

地
方
交
付
税
等
が
減
少
し
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
す
。

歳
出
に
つ
い
て
は
、
相
双
地

域
広
域
観
光
拠
点
整
備
事
業
や

子
育
て
支
援
拠
点
施
設
整
備
事

業
等
が
増
加
し
た
反
面
、
飯
樋

小
学
校
建
設
工
事
、
特
養
「
い

い
た
て
ホ
ー
ム
」
の
増
築
事
業

費
等
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

前
年
度
に
比
べ
６
７
３
３
万

８
千
円
（
16
・
１
％
）
増
の
４

億
８
４
７
４
万
６
千
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

村
税
の
主
な
増
加
は
、
国
有

資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
お

よ
び
納
付
金
が
４
５
４
８
万
２

千
円
、
法
人
村
民
税
割
１
５
５

７
万
３
千
円
等
の
増
が
要
因
と

な
っ
て
い
ま
す
。
村
税
全
体
の

徴
収
率
は
、
過
年
度
・
現
年
度

課
税
分
合
わ
せ
て
89
・
８
％

で
、
前
年
度
を
１
・
２
ポ
イ
ン

ト
上
回
っ
て
い
ま
す
。

11
億
３
７
７
２
万
６
千
円
で

歳
入
全
体
の
24
・
６
％
、
前
年

度
と
比
べ
て
４
３
２
１
万
６
千

円
（
３
・
９
％
）
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
繰
入
金

等
が
減
少
し
た
反
面
、
村
税
お

よ
び
繰
越
金
等
が
増
加
し
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
す
。

34
億
７
７
９
８
万
９
千
円

で
、
歳
入
全
体
に
占
め
る
割
合

は
75
・
４
％
、
昨
年
度
に
比
べ

て
11
億
４
２
１
２
万
１
千
円

（
24
・
７
％
）
の
減
に
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
県
支
出
金
お

よ
び
地
方
譲
与
税
等
が
増
加
し

た
反
面
、
村
債
、
国
庫
支
出
金
、

地
方
交
付
税
等
が
減
少
し
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
す
。

目
的
別
に
見
る
と
、
公
債
費

が
６
億
４
６
０
６
万
３
千
円
で

全
体
の
14
・
６
％
を
占
め
、
次

い
で
農
林
水
産
業
費
が
６
億
４

２
１
９
万
４
千
円
（
14
・

５
％
）、
総
務
費
が
６
億
３
７
７

５
万
９
千
円
（
14
・
４
％
）
の

順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
性
質
別
で
見
る
と
、

義
務
的
経
費
（
人
件
費
・
扶
助

費
・
公
債
費
）
は
15
億
９
４
６

３
万
５
千
円
で
、
前
年
に
比
べ

４
１
１
４
万
６
千
円
（
２
・

６
％
）
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
人
件
費
２
０
８
６
万

３
千
円
（
２
・
５
％
）
が
減
少

し
た
反
面
、
知
的
障
害
者
施
設

訓
練
等
支
援
費
等
に
よ
る
扶
助

費
お
よ
び
公
債
費
が
増
加
し
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

ま
た
、
歳
出
全
体
に
占
め
る

義
務
的
経
費
の
割
合
は
36
・

１
％
で
、
前
年
度
を
６
・
９
ポ

イ
ン
ト
上
回
っ
て
い
ま
す
。
一

方
、
投
資
的
経
費
は
12
億
３
８

８
０
万
円
で
、
歳
出
全
体
の

28
・
１
％
。
う
ち
普
通
建
設
事

業
費
が
12
億
２
３
４
２
万
円

と
、
前
年
度
に
比
べ
９
億
５
３

３
９
万
３
千
円
（
43
・
８
％
）

の
減
に
な
っ
て
い
ま
す
。

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す

経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
に

比
べ
３
・
４
ポ
イ
ン
ト
高
い

83
・
９
％
と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
数
字
は
、
値
が
低
け
れ
ば
低

い
ほ
ど
臨
時
的
な
財
政
需
要
に

対
応
で
き
る
財
源
に
余
裕
が
あ

円グラフの割合は、
小数点以下四捨五入

公　債　費　公　債　費　6億4,6064,606万3千円（千円（6.6.4％） 

農林水産業費農林水産業費　6億4,2194,219万4千円（－千円（－224.8％） 

総　務　費　総　務　費　6億3,7753,775万9千円（千円（3.3.2％） 

教　育　費　教　育　費　6億1,7621,762万7千円（－千円（－445.9％） 

民　生　費　　民　生　費　　5億5,4465,446万1千円（－千円（－43.8％） 

商　工　費　　商　工　費　　4億780780万8千円（千円（24241.4％） 

土　木　費　土　木　費　3億3,1733,173万2千円（－千円（－226.4％） 

衛　生　費　衛　生　費　3億1,7601,760万4千円（千円（1.1.3％） 

消　防　費　消　防　費　1億5,4085,408万9千円（千円（1717.6％） 

災害復旧費　　　　災害復旧費　　　　 1,538 1,538万円（万円（5,75,770.2％） 

そ　の　他　　そ　の　他　　  9,026  9,026万9千円千円 

公　債　費　6億4,606万3千円（6.

農林水産業費　6億4,219万4千円（－2

総　務　費　6億3,775万9千円（3.

教　育　費　6億1,762万7千円（－4

民　生　費　　5億5,446万1千円（－

商　工　費　　4億780万8千円（24

土　木　費　3億3,173万2千円（－2

衛　生　費　3億1,760万4千円（1.

消　防　費　1億5,408万9千円（17

災害復旧費　　　　 1,538万円（5,7

そ　の　他　　  9,026万9千円 

人　件　費　　人　件　費　　8億238238万4千円（－千円（－22.5％） 

公　債　費　公　債　費　6億5,0675,067万8千円（千円（66.3％） 

物　件　費　物　件　費　5億3,1713,171万2千円（－千円（－1.3％） 

補 助 費 等　4億2,4112,411万5千円（千円（－10.5％） 

繰　出　金　繰　出　金　3億8,6798,679万5千円（千円（112.5％） 

扶　助　費　扶　助　費　1億4,1574,157万3千円（千円（119.9％） 

　　　　　　　　　　　　1億1,3451,345万4千円（－千円（－1.8％） 

維持補修費　　　　維持補修費　　　　 6,581 6,581万円（万円（2020.9％） 

積　立　金　　積　立　金　　  5,966  5,966万5千円（－千円（－43.1％） 

投資的経費　　投資的経費　　1212億3,8803,880万円（－万円（－ 

投資および投資および 
 出資金・貸付金出資金・貸付金 

人　件　費　　8億238万4千円（－2

公　債　費　6億5,067万8千円（6

物　件　費　5億3,171万2千円（－

補 助 費 等　4億2,411万5千円（

繰　出　金　3億8,679万5千円（1

扶　助　費　1億4,157万3千円（1

　　　　　　1億1,345万4千円（－

維持補修費　　　　 6,581万円（4.

積　立　金　　  5,966万5千円（2

投資的経費　　12億3,880万円（－

投資および 
 出資金・貸付金 

農林水産業費 
15％ 

総務費 
14％ 

教育費 
13％ 

民生費 
13％ 

商工費 
9％ 

土木費 
8％ 

衛生費 
7％ 

消防費 
3％ 

災害復旧費 1％ その他 2％ 

公債費 
15％ 

人件費 
18％ 

公債費 
15％ 

物件費 
12％ 

補助費等 
10％ 

繰出金 
9％ 

投資的経費 
28％ 

積立金 
1％ 

扶助費 
3％ 

維持補修費 
1％ 



8

る
と
い
う
こ
と
で
す
。
村
の
場

合
は
、
県
平
均
よ
り
低
い
も
の

の
、
引
き
続
き
経
常
的
経
費
の

抑
制
等
に
取
り
組
む
必
要
が
あ

り
ま
す
。

地
方
債
の
許
可
に
つ
い
て
一

定
の
制
限
を
受
け
る
起
債
制
限

比
率
は
７
・
８
％
で
、
前
年
度

に
比
べ
０
・
７
ポ
イ
ン
ト
高
く

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
数
字
が

13
％
以
上
の
団
体
は
、
地
方
債

許
可
の
制
限
お
よ
び
公
債
費
負

担
適
正
化
計
画
の
策
定
等
を
要

し
ま
す
が
、
村
で
は
良
質
債
の

借
入
れ
に
努
め
て
お
り
、
概
ね

長
期
的
配
慮
の
も
と
健
全
な
財

政
運
営
を
執
行
し
て
い
る
と
い

え
ま
す
。

平
成
16
年
度
末
の
現
在
高
は

54
億
４
８
２
２
万
１
千
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
９
６
９
８
万
９

千
円
（
１
・
８
％
）
の
増
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
一
般

単
独
事
業
債
１
億
１
０
２
７
万

７
千
円
、
一
般
公
共
事
業
債
４

３
８
９
万
５
千
円
、
一
般
廃
棄

物
処
理
事
業
債
４
０
９
０
万
７

千
円
等
が
減
少
し
た
反
面
、
臨

時
財
政
対
策
債
２
億
３
３
３
０

万
円
、
義
務
教
育
施
設
整
備
事

業
債
６
３
６
７
万
６
千
円
等
が

増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。平

成
16
年
度
末
の
現
在
高
は

21
億
９
５
７
７
万
９
千
円
で
、

前
年
度
末
に
比
べ
４
１
１
１
万

８
千
円
（
１
・
９
％
）
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
農

村
楽
園
基
金
３
９
６
２
万
９
千

円
、
減
債
基
金
３
０
８
０
万
２

千
円
、
国
民
健
康
保
険
給
付
費

支
払
準
備
基
金
１
９
９
６
万
１

千
円
、
さ
わ
や
か
基
金
１
２
７

６
万
円
、
社
会
福
祉
施
設
整
備

等
基
金
５
８
６
万
９
千
円
、
ス

ポ
ー
ツ
振
興
基
金
５
６
６
万
７

千
円
等
が
減
少
し
た
反
面
、
財

政
調
整
基
金
１
億
５
２
０
８
万

７
千
円
、
介
護
給
付
準
備
基
金

１
０
５
１
万
７
千
円
等
が
増
加

し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

地域づくり事業（地区別計画）補助金 2,886万円
選挙費(参議院議員・県知事・村長) 1,845万4千円
地区集会所補修等補助金 1,167万9千円

国保事業勘定操出金 7,351万5千円
老人保健特別会計操出金 6,242万8千円
介護保険特別会計操出金 7,315万8千円
保育所運営事業 4,586万2千円

原町方部環境衛生組合(し尿)負担金 4,612万5千円
成人病検診 3,129万4千円
簡易水道事業特別会計操出金 9,050万円
合併処理浄化槽設置整備事業補助金 1,824万3千円

うつくしま園芸産地グレードアップ事業 2,290万円
中山間地域等直接支払事業 6,591万6千円
堆肥舎等施設整備事業 1,594万1千円
山村振興農林漁業特別対策事業 7,042万9千円
（野菜集出荷施設等）
農業集落排水事業特別会計操出金 5,292万9千円
公有林造林事業 1,186万5千円

未組織労働者融資原資預託金 82万9千円

観光拠点整備事業（きこり風呂等）
3億2,350万2千円

飯舘村商工業者融資原資貸付 2,000万円
融資保証料助成事業 487万円
真野ダム展望台周辺環境整備事業 257万3千円

大火比曽線道路改良舗装工事 7,967万3千円
深谷飯樋線改良舗装工事 5,113万2千円
若者定住促進住宅建設工事 6,652万8千円
村道維持補修工事 1,537万9千円
村道除雪対策費 1,742万6千円

広域市町村圏組合負担金 1億423万2千円
小型動力ポンプ付積載車 1,753万5千円

飯樋小学校北・西校舎改修工事 1億9,123万1千円
奨学資金貸付事業 1,458万5千円
安全安心学校給食推進事業 128万7千円

＝地方公共団体が自主的に収入しう
る財源をいい、主に村税、使用料、手
数料等が該当します。自主財源は行政
活動の自主性と安定性を確保しうるか
どうかの尺度となるものです。自主財
源のその他は、分担金および負担金、
使用料、手数料、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金、諸収入が含まれてい
ます。
＝国庫支出金のように、国や県の意
思により定められた額を交付されたり、
割り当てられたりする収入。依存財源
には、地方交付税、国庫支出金、県支
出金、地方債などが含まれます。
＝歳出を行政目的によって分類し

たもので、村の予算区分です。
＝性質別とは、歳出を経済的性質

によって分類したものです。
＝その団体の財政構造の弾力性

をはかる比率として使われます。この比
率は、一般的には都市では75％、町村
では70％程度が適当と考えられ、それ
ぞれ５％を超えるとその地方公共団体
は弾力性を失いつつあると考えられま
す。

＝自治体の収入に対する借金返
済の負担を示すもの。総務省が地方債
の発行を許可する際の基準となります。
20％を超すと、総務省が起債を制限し
ます。低いほど政策的に使えるお金が
多くなります。
＝所得税など国税の一定の割合を、

全国の市町村の実情に応じて国から配
分される交付金。
＝村民から直接村に納入される税金
（村民税、固定資産税、軽自動車税、た
ばこ税、特別土地保有税）。
＝国から補助される助成金（分野

ごとに一定の補助率で国から交付され
る）。
＝県から補助される助成金（分野ご
とに一定の補助率で国から交付され
る）。
＝基金（村の貯金）や他の会計から繰
り入れられるお金。
＝村の有する財産（公有財産、物品、
債権、基金）に係る貸付や交換または
売払いによる現金収入。
＝他の科目に含まれない収入をまとめ
たもの（延滞金、加算金および過料、
貸付金元利収入、受託事業収入など）。
＝村が事業を行う場合に、国などから
借りるお金（期間を定めて返済する）。
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歳入 7億8,864万2千円
歳出 7億4,582万4千円

歳入 1億422万5千円
歳出 1億346万3千円

歳入 1億39万9千円
歳出 9,940万9千円

歳入 8億2,478万5千円
歳出 8億2,478万5千円

歳入 1億5,453万4千円
歳出 1億5,327万5千円

歳入 7,472万6千円
歳出 7,397万9千円

歳入 4億1,184万2千円
歳出 4億967万円

（１円未満四捨五入）

（目的・性質別歳出　普通会計）


